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研究成果の概要（和文）：地域プロモーションの視点から地方創生戦略における成果指標について、具体的な事
例及びアンケート塔を中心に検討を行った。そのなかで地域における関与意欲の重要性が明らかになった。その
ため、関与意欲を計量するためのネットプロモータースコアを活用するとともに、地域人口やターゲットとなる
地域外人口を二次元で考えることの意義を確認できた。そこから、人口を関係意欲に乗じた「地域参画総量」を
評価指標とする可能性を明らかにできたと考える。

研究成果の概要（英文）：From the perspective of regional promotion, we examined outcome indicators 
in regional development strategies, focusing on specific cases and survey towers. The importance of 
willingness to get involved in the region became clear. Therefore, we were able to confirm the 
significance of utilizing the Net Promoter Score to weigh the willingness to get involved, as well 
as considering the regional population and the target population outside the region in two 
dimensions. From this, we believe we were able to clarify the possibility of using "total regional 
involvement" as an evaluation index by multiplying the population by the willingness to be involved.

研究分野：行政広報論

キーワード： シティプロモーション　成果指標　地域創生

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
地域における少子高齢化により、持続的な幸福を実現するに際して大きな課題が生じている。そのため、単に人
口で成果を測るのではなく、まちに真剣になる関与意欲を高めるための施策に注目し、各地で積極的に行われて
いるシティプロモーションの具体的な取り組みを参与観察しつつ、積極的なヒアリン調査を行った。また、実際
に「地域を語れる」状況をつくることによって地域への関与意欲が向上することも定量的に明らかにすることが
できたことも収穫である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
現在のまち・ひと・しごと創生総合戦略（地方創生総合戦略）は、人口ビジョンの構築が前提
とされる。このことから、人口増加や維持、減少の緩和を重要な目標としている。その結果、ど
の地域においても、子育て支援サービスの強化などの横並びの施策とともに、「誰もが住みやす
いまち」などの総花的魅力のアピールを内容とする施策が提起されている。 
そこには、耳触りのいいキャッチフレーズはある。しかし、それぞれの地域によって異なる多
様な魅力を要素とし、他地域とは差別化した物語として示すことができるブランド構築の発想
はほとんどない。その結果、ブランドへの共感を基礎とする地域への参加や推奨、感謝という市
民の当事者意識をどのように育てていくかという施策体系は見られない。多くは市民を顧客と
して、サービス競争をいかに行うかの施策の羅列にとどまる。 
その結果、戦略として求められる各事業のＫＰＩは、アウトカムではないアウトプットにとど
まるか、ＰＲ動画の再生回数など、なぜ、そのＫＰＩ達成が最終目標の実現に結びつくのかとい
うロジックモデルが理解できないものとなっている。 
こうした施策が各地域において実行され続けるのであれば、貴重な資源がいたずらに浪費さ
れ、費用対効果の不明確なまま、国家的な損失を生みだす可能性も十分に考えられる。 
 
２．研究の目的 
 
① 地方創生総合戦略の目標として定住人口にとどまらず「地域参画総量」概念を明確化する。
これは、地域内住民による地域への参加意欲、地域の推奨意欲、地域活動への感謝意欲、及
び、当該地域のブランドへの共感獲得が可能な地域外住民による、当該地域の推奨意欲を
要素とする。 

② 「地域参画総量」を概念的、定性的なものに終わらせず、実際の戦略目標として定量的に設
定可能なものにする。このため、協力自治体が策定する戦略に、実験的に「修正地域参画総
量指標」（ｍＧＡＰ＝modified Gross Area Participation）実装し、調査分析することによ
り、「修正地域参画総量指標」が自治体現場において活用可能であることを明確化する。 

③ 当該地域のブランドへの共感及び参画意欲に基づく地域参画総量の増大を図るため、「メデ
ィア活用戦略モデル」を、地方創生戦略の重要なロジックモデルの一環として位置づける。
さらに、その具体的なフェイズ移行及び、各フェイズの可否を確認する評価手法を明確化
する。メディア活用戦略モデルは、多様なメディアを用いて当該地域のブランド価値を訴
求することにより、ⅰ.地域内外の幅広い市民からブランド認知を獲得し、ⅱ.セグメントさ
れたターゲットのブランドへの関心を惹起し、ⅲ.詳細なブランドに関わる情報探索を誘導
し、ⅳ.ブランド価値を具体的に紹介する着地点において、ブランドへの信頼確保、ブラン
ドへの共感形成を行い、ⅴ.適切なインセンティブを付与することで、共感可能なブランド
を有する当該地域への参画・推奨・感謝に係る行動を促進し、ⅵ.各段階でブランドに係る
情報の共有（シェア）を支援するという段階的モデルである。 

④ ロジックモデルに基づく地方創生総合戦略の評価を的確に実現するため、適時適切な資源
配分シフトを現実的に可能とするＰＤＣＡサイクルの提案を行う。このために、修正地域
参画総量指標の要素である、ⅰ.定住人口 ⅱ.ブランド価値に共感可能な地域外人口 ⅲ.参
画意欲量 ⅳ.推奨意欲量 ⅴ.感謝意欲量の増減を個別に分析することにより、地方創生総合
戦略の分析的な評価を提案する。 

 
３．研究の方法 
研究申請者が全国各地の複数の自治体と連携し、地方創生総合戦略の下位戦略として位置づ
けられる広報戦略及びシティプロモーション戦略を策定している。これらの実績を踏まえつつ、
当該戦略への自治体内外の評価を、自治体首長や職員、ＮＰＯ、地域企業に関わる人々へのヒア
リングやグループインタビューにより分析する。あわせて、地域参画意欲と地域の「稼ぐ力」の
関連について、全国を対象としたアンケートを行い、地域参画総量が地方創生につながるもので
あるか否かの納得について考察する。 
研究申請者が関与しつつ進めているブランド形成に係る地域魅力創造サイクルの発散・共有・
編集の各段階、ブランド浸透に係るメディア活用戦略モデルの認知獲得・関心惹起・着地点整備
（信頼確保・共感形成）・行動促進の段階ごとに、関与者及びターゲット、さらに市民への聞き
取り及びアンケートを行う。この際、修正地域参画総量指標も用いる。これらにより、地域魅力
創造サイクル及びメディア活用戦略モデルの的確な実現が、地域参画総量を段階ごとに増加さ
せていくとの仮説について検証分析を行う。 
 
４．研究成果 
地方創生戦略における成果指標の提案のために、シティプロモーションにおいて地域に関わ
る意欲を重視した成果指標である「修正地域参画総量指標」（mGAP）を活用し、mGAP を構成する



要素の一つである修正 NPS（ネットプロモータースコア）に注目した分析を行った。修正 NPS は
「地域に関わる意欲」として推奨意欲・参加意欲・感謝意欲を設定したうえで、それらについて
10-8 をプラス、5-0 をマイナスとして計算することによって導出することができる。 
そのうえで、これらの指標がそもそも地方創生の成否を検討するために有効であるかを、地域
への就業、地域産品の購入、地域における困窮者の支援、地域イノベーションにつながる多様性
の重視及び学習意欲等との相関を明確にすることを目指した。その結果、プラスである 10-8 と
の意欲を持つ者はいずれの点においても 5-0 としたものに比較して明確に積極的であることが
明らかになった。また、新型コロナウイルス禍においても、そうした状況は同様であることが確
認できた。この点については全国 35 自治体から応募されたシティプロモーションアワード対象
事業の分析を進めた。 
また、第二期まち・ひと・しごと創生戦略において新たに提起された「関係人口」概念につい
て、民間鉄道会社を母体とする研究者とともに検討を行い「地域関係意欲」と行動につながる「関
与の窓」について、新たに定義した潜在的関係人口・顕在的関係人口・創発的関係人口という発
展段階において、どのように機能しているかを明らかにした。 
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